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（１）行政説明 

 ①令和５年度こども・子育て県民意識調査の結果について  【資料１】 

  ②令和６年度当初予算要求状況について（こども・子育て関連） 【資料２】 

③「おおいた子ども・子育て応援プラン（第５期計画）」（仮称）の策定について 

        【資料３】 

 ・スケジュール（案） 

 ・現行計画（第４期計画）の施策体系 

 

 

（２）意見交換 

     テーマ：「プラン見直しの方向性・現状の課題等について」  【資料４】 

 

 

４ 閉 会 
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おおいた子ども・子育て応援県民会議委員名簿
任期：令和7年5月31日まで　

氏　名 所　属　・　勤　務　先　等 備　考

1 相澤 仁
あいざわ　まさし 大分大学福祉健康科学部　教授 【副会長】

2 安藤
あんどう

　昭和
あきかず 大分県医師会　常任理事

3 植木
うえき

　優子
ゆうこ 佐伯市弥生児童館　館長

4 内野　眞奈美
う ち の ま な み 大分県認定こども園連合会　副会長

［代理］
田中正樹

5 岡田
おかだ

　正彦
まさひこ 大分大学教育マネジメント機構　教授 【会長】

6 岡部
おかべ

　富久美
ふ く み やっかん児童クラブ　クラブ長

宇佐市放課後児童クラブ連絡協議会　会長

7 笠木 美年子
かさぎ　みねこ 大分県商工会議所連合会　大分商工会議所　議員

株式会社メンテナンス　代表取締役

8 神田
かんだ

　寿恵
としえ 大分県保育連合会　理事・研修委員長

すみれこども園　園長

9 工藤
く ど う

　俊郎
としろう

大分県小学校長会　研究副部長

10 佐々木
さ さ き

　愛子
あいこ 社会保険労務士

11 佐藤
さ と う

　淳子
あつこ 公募委員（未来応援コミュニティb-roomぶるーむ　代表）

12 首藤
しゅとう

　文江
ふみえ

NPO法人しげまさ子ども食堂　事務局長

13 祖父江
そ ぶ え

　美幸
みゆき

地域子育て支援拠点よいこのへや　子育て支援員

14 髙橋　典子
たかはし のりこ 大分県助産師会　会長

15 土居
ど い

　孝信
たかのぶ 大分県私立幼稚園連合会　会長

認定こども園双葉こども園　双葉ケ丘幼稚園　理事長兼園長

16 西岡　優
にしおか　ゆう 大分大学福祉健康科学部　学生

17 西嶋
にしじま

　しのぶ 公募委員（NPO法人チャリティーサンタ大分支部代表）

18 引田
ひきた

　沙耶香
さ や か

児童養護施設清浄園　指導員 欠席

19 姫野
ひめの

　美和子
み わ こ 大分県民生委員児童委員協議会

主任児童委員連絡会　副代表

20 藤田
ふじた

　文
あや 大分県立芸術文化短期大学情報コミュニケーション学科　教授

21 藤本
ふじもと

　哲弘
てつひろ 大分県社会福祉協議会　事務局長 欠席

22 細井
ほそい

　薫
かおり 豊後大野市教育委員会スクールソーシャルワーカー

大分県社会福祉士会

23 本
もと

室
むろ

　朝美
あさみ オンラインコミュニティ大分のママ集まれ！　代表

合同会社　co-e connect　代表

24 矢野　茂生
や の しげき

NPO法人おおいた子ども支援ネット　理事長

25 山口　慎介
やまぐち　しんすけ

おおいたパパくらぶ　代表

26 山下 心優
やました みゆ 大分県立芸術文化短期大学情報コミュニケーション学科　学生

27 吉田
よしだ

　百合子
ゆ り こ 大分県社会的養育連絡協議会　理事 欠席

28 米倉　ゆかり
よねくら　　　　　　　　　 大分県公認心理師協会　理事

大分県教育委員会　スクールカウンセラー

合計２８名（敬称略・５０音順）
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委
員

委
員

委
員

委
員

田 中 正 樹 代理人 ○ ○ 西嶋 しのぶ 委員

岡部 富久美 委 員 ○ ○ 姫野 美和子 委 員

笠木 美年子 委 員 ○ ○ 藤 田 文 委員

神 田 寿 恵 委 員 ○ ○ 細 井 薫 委員

工 藤 俊 郎 委 員 ○ ○ 本 室 朝 美 委員

佐々木 愛子 委 員 ○ ○ 矢 野 茂 生 委員

佐 藤 淳 子 委 員 ○ ○ 山 口 慎 介 委員

首 藤 文 江 委 員 ○ ○ 山 下 心 優 委員

祖父江 美幸 委 員 ○ ○ 米倉 ゆかり 委員

髙 橋 典 子 委 員 ○ ○ #N/A 委員

11 23

＜傍聴席・報道席＞ ＜ 関 係 部 局 職 員 ＞
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令和５年度第２回「おおいた子ども･子育て応援県民会議」配席図
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会

工

藤

福

祉

保

健

部

長

○ ○ ○

社会保険労務士

地域子育て支援拠点よいこのへや

10

NPO法人おおいた子ども支援ネット

佐
伯
市
弥
生
児
童
館

○

2 1 ◎ ○

○

大分のママ集まれ！

○ ○

大分県商工会議所連合会 大分県立芸術文化短期大学教授

豊後大野市教育委員会ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

大分県認定こども園連合会

6 18大分県保育連合会

やっかん児童クラブ 大分県民生委員児童委員協議会

公募委員（NPO法人ﾁｬﾘﾃｨｰｻﾝﾀ大分支部）

7 19大分県小学校長会

9 21
公募委員（未来応援コミュニティb-

roomぶるーむ）

NPO法人しげまさ子ども食堂

12 26大分県助産師会

22

3 15

5 17

8 20

大分県立芸術文化短期大学

4 16

#N/A

大分県公認心理師協会

おおいたパパくらぶ

○引田 沙耶香 委員

（児童養護施設 清浄園）

○藤本 哲弘 委員

(大分県社会福祉協議会)

○吉田 百合子 委員

(大分県社会的養育連絡協議会)

ご 欠 席
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○おおいた子ども・子育て応援県民会議条例 

平成二十五年七月四日 

大分県条例第三十三号 

おおいた子ども・子育て応援県民会議条例をここに公布する。 

おおいた子ども・子育て応援県民会議条例 
 

(設置) 
第一条 大分県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事

項及び幼保連携型認定こども園の設置の認可等に係る事項を調査審議する等のため、子ども・子育

て支援法(平成二十四年法律第六十五号)第七十二条第四項及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律(平成十八年法律第七十七号)第二十五条の規定に基づき、お

おいた子ども・子育て応援県民会議(以下「県民会議」という。)を置く。 

(平二六条例四〇・一部改正) 
 

(組織) 
第二条 県民会議は、委員三十人以内で組織する。 

2 委員は、子どもの保護者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する者、子ども・子育て支援

に関し学識経験のある者その他知事が適当と認める者のうちから、知事が任命する。 
 

(委員の任期) 
第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
2 委員は、再任されることができる。 
 

(会長及び副会長) 
第四条 県民会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

2 会長は、会務を総理し、県民会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 

(臨時委員) 
第五条 県民会議に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことがで

きる。 

2 臨時委員は、当該特別の事項に関して十分な知識又は経験を有する者のうちから、知事が任命す

る。 
3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任され

るものとする。 
 

(部会) 
第六条 県民会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

3 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、

その職務を代理する。 

6 県民会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって県民会議の議決とすることができる。 
 

(議事) 
第七条 県民会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 県民会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決

することができない。 

3 県民会議の会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

4 前三項の規定は、部会の議事について準用する。この場合において、第一項中「会長」とあるの

は、「部会長」と読み替えるものとする。 
 

(庶務) 
第八条 県民会議の庶務は、福祉保健部において処理する。 
 

(委任) 
第九条 この条例に定めるもののほか、議事の手続その他県民会議の運営に関し必要な事項は、会長

が定める。 
 

附 則 

(施行期日) 
1 この条例は、公布の日から施行する。 

(任期の特例) 
2 この条例の施行に伴い新たに任命される委員の任期は、第三条第一項の規定にかかわらず、平成

二十七年三月三十一日までとする。 
 

附 則(平成二六年条例第四〇号) 
(施行期日) 

1 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律(平成二十四年法律第六十六号)の施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公

布の日から施行する。 

(施行の日＝平成二七年四月一日) 
(調査審議等の特例) 

2 おおいた子ども・子育て応援県民会議は、この条例の施行の日前においても、幼保連携型認定こ

ども園の設置の認可に係る事項の調査審議等を行うことができる。 
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①令和５年度こども・子育て県民意識調査の
結果について

資料１
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［調査の目的］
子育て満足度日本一の実現に向け、こどもの育ちや子育てに関する県民意識調査を実施し、

「おおいた子ども・子育て応援プラン（第４期計画）」の総合的な評価等の進捗状況を把握すると
ともに、各種施策の充実を図ることを目的とする。

［調査の概要］
１ 調査期間 令和５年１１月１３日～１２月１３日
２ 調査対象者 就学前児童の保護者 県内１８市町村 ２，０２０世帯を無作為抽出

小学生の保護者 県内１８市町村 ９８０世帯を無作為抽出
計 県内１８市町村 ３，０００世帯を無作為抽出

３ 回収率（上段：有効回答数、下段：有効回答割合）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

就学前児童の保護者
１，０９７人

（５４．３％）

１，００９人

（５０．０％）

９９８人

（４９．４％）

９４２人

（４６．６％）

小学生の保護者
４９６人

（５０．６％）

４５４人

（４６．３％）

４８０人

（４９．０％）

４５６人

（４６．５％）

合 計
１，５９３人

（５３．１％）

１，４６３人

（４８．８％）

１，４７８人

（４９．３％）

１，３９８人

（４６．６％）

［主な調査結果］
１ 「おおいた子ども・子育て応援プラン」の総合的な評価項目
（１）子育てが地域や社会で支えられていると「十分に感じる」「まあまあ感じる」と答えた人の割合

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

就学前児童 ６４．８％ ６９．５％ ６８．２％ ６３．６％

小学生 ６１．９％ ６５．４％ ６２．７％ ５７．４％

合 計 ６３．８％ ６８．２％ ６６．５％ ６１．６％

（２）住んでいる地域の子育ての環境や支援に「満足している」「おおむね満足している」と答えた人の割合

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

就学前児童 ６９．９％ ６９．４％ ６６．７％ ６７．３％

小学生 ６３．９％ ６５．９％ ６２．９％ ６１．７％

合 計 ６８．１％ ６８．３％ ６５．５％ ６５．4％

令和５年度こども・子育て県民意識調査の結果について

［「満足している」「おおむね満足している」理由］ （複数選択式）
１位 医療費や保育料などの経済的支援が整っている （70.1％）
２位 子育てを支援する施設やサービスが充実している （39.6％）
３位 地域の雰囲気がこどもや子育て家庭に協力的である （32.7％）
３位 親子で気軽に出かけられる場所（居場所）がある （32.7％）
５位 こどもが安心して遊べる場所が多い （23.0％）

［自由意見から抜粋］

・ 生まれたばかりの頃は保健所の人が来てくれたりしたが、3ヶ月、6ヶ月と月日が経つと母と子が家

に2人きりで孤独を感じやすい。

・ 支援者（祖父母）が近くにいないので、家族の誰かが病気になると病院にこども2人を連れて行った

り、マンパワーが足りず、困っている。こどもを預けて自分の病院に行ったりすることなどができれば

良いが、どうすれば良いのか困っている。

・ 体操着やジャージ、中学校の制服などが凄く高いので、いらない家庭からもらえるような仕組みをつ

くってほしい。他県から来たので、「譲ってほしい」と言える人がいない。

・ 日々いろいろな制度や施策などを練ってくれて、ありがとうございます。少しずつ変わってきている

と思います。もっとその取り組みや内容が多くの人に広がり、普及していくことを願っています。
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（理想よりも予定のこどもの数の方が少ない理由）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①子育てや教育にお金が

かかりすぎるから

６０．３％

《1位》

６６．５％

《１位》

６７．４％

《１位》

７１．１％

《１位》

②自分の仕事（勤めや家業）が

忙しいから

２４．８％

《３位》

２６．１％

《２位》

２４．５％

《２位》

２６．７％

《２位》

③これ以上、育児の心理的、

肉体的負担に耐えられないから

２１．４％

《４位》

１７．３％

《４位》

２１．３％

《３位》

２４．１％

《３位》

④高年齢で生むのはいやだから
２５．３％

《２位》

２４．４％

《３位》

２０．７％

《４位》

１８．３％

《４位》

⑤夫婦の一方に家事・育児の

負担がかたよっているから

８．８％

《７位》

１６．２％

《５位》

１２．６％

《６位》

１７．０％

《５位》

⑥欲しいけどできないから
１６．０％

《５位》

１４．５％

《６位》

１７．１％

《５位》

１５．９％

《６位》

（２）子育て支援サービスの認知度（就学前児童の保護者）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①一時預かり ７８．９％ ８１．７％ ８７．５％ ８５．４％

②病児保育 ７９．９％ ８４．３％ ８６．６％ ８７．４％

③地域子育て支援拠点

(こどもルーム)など
８１．３％ ８２．８％ ７４．２％ ７６．１％

④大分県こども救急電話相談 ７４．９％ ７９．６％ ８２．０％ ８２．１％

⑤いつでも子育てほっとライン ４８．２％ ５３．０％ ５０．４％ ４７．３％

⑥ショートステイ １７．６％ １８．８％ １９．６％ ２７．１％

⑦ホームスタート １６．９％ １７．２％ １６．７％ １７．８％

２ その他の主な項目
（１）理想とするこどもの数、予定しているこどもの数と現在のこどもの数

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

理 想 ２．７２人 ２．７７人 ２．７２人 ２．７６人

予 定 ２．４０人 ２．５１人 ２．４２人 ２．４５人

現 在 ２．１７人 ２．２９人 ２．１８人 ２．２１人

［自由意見から抜粋］

・ こどもがもうすぐ小学生になります。今の居住地では医療費が無料で助かりますが、今後、

他市町村へ転居することになった時は少し不安です。

・ 元々こどもが好きですし、有り難いことに親を頼ったり、友人に相談したりすることができ

るので、今は安心して子育てをしていますし、「第2子、第3子も」と考えることができています。

でも、これからのことを考えると唯一不安になるのが金銭面です。

・ 多子家庭への支援を整えてほしい。インフルエンザなど、毎年接種するものが有料なのは出

費が激しい。希望接種のものも、接種券などがあると良いと思う。コロナも有料になると、多

子家庭は予防接種で著しく出費になる。

・ 子育てをしていく中で、お金の問題などで不安になることもあります。支援が増えていくと

いいと思います。3人目を産むかとても悩みました。今でも不安はあります。

［自由意見から抜粋］

・ 母親の負担が多すぎる。女性がして当たり前の意識を変えてほしい。

・ フルタイムでないと育てていけない。ただ、こどもとの時間がほしい。もっとこどもと一緒に

いたい。

・ 夫の職場の育児に対する考えを見直してもらいたい。

・ こどもの風邪や急な発熱で休みをもらうのは仕方ないことだが、肩身が狭い。

・ 職種や職場の状況にもよるとは思いますが、こどもが小さいうちは時短で働くのが当たり

前になってほしい

［理想とするこどもの数を実現するために必要なこと］ （複数選択式）

１位 経済的な支援 （80.8％）

２位 配偶者との家事・育児の役割分担 （39.8％）

３位 保育所の充実をはじめとしたこどもを預かる事業の拡充 （33.1％）

４位 男女がともに家事・育児を担うことへの職場の理解、環境整備の促進 （31.8％）

５位 出産・育児のための休業・短時間勤務制度の取得促進 （22.3％）

［自由意見から抜粋］

・ 幼稚園に通うまでこどもルームをよく利用させてもらいました。主人の出張が多く、ほぼワ

ンオペでしたので、仕事をせずに家でこどもを見ていました。特に小さな部屋のこどもルーム

は名前を覚えてもらって、日常の会話や一緒に成長を喜んでくれたり、兄弟がいましたので

片方の遊び相手をしてもらったり、本当に良くしてもらいました。

・ 病児保育施設を増やしてほしい。

・ 子育ての情報はどこを見たら良いかわからず、「実はこんなにあった」と思うことがあるの

で、もっとアピールしていくと良いと思います（CMやYouTubeで）
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②県の令和６年度施策について

令和６年度一般会計当初予算案（こども・子育て関連施策）

資料２
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令和６年度一般会計当初予算案（こども・子育て関連施策） 単位：千円
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こども医療費助成事業の拡充

概

要

◆県民への恩恵が拡大⇒子育て世帯の経済的支援の充実

◆医療費助成の市町村格差の解消に繋がる

⇒県内一律の医療サービスの提供

大
分
県
の
現
状
と
課
題

子育て世帯の経済的負担を軽減し、こどもたちの健康保持と健全育成を図る
ため、医療費のうち保険適用のものについて、自己負担相当額を県と市町村
で助成するもの

実施主体は市町村で医療費と事務手数料の１／２を補助している。※市町村
独自で助成している部分は全額市町村負担

現在、全ての市町村で中学生までの入院・通院費の助成制度が導入されてお
り、加えて、9市町村では高校生まで助成範囲を拡充している

こども医療費助成制度について

県対象範囲 入院：中学生まで 通院：未就学児まで

一部

自己負担

入院：１医療機関ごと500円/日（上限14日7,000円）

通院：１医療機関ごと500円/日

（3歳未満 上限月2回1,000円、3歳以上上限月4回2,000円）

給付方法 現物給付（県外は償還）

所得制限 なし

補助率：県1/2、市町村1/2 （一部市町村独自助成あり）

【県こども医療費助成事業の助成範囲】

高校生については、居住地を越えて通学する生徒もいるため、
住んでいる地域によって助成格差が生じないことが望ましいが、
市町村によって助成範囲に違いがある。

こども医療費の提供・受診機会に市町村格差がある

国が、地方自治体にて実施するこども医療費助成の国保減額調整措置を
廃止する方針を示していることや県内のこども医療費助成の市町村格差
を是正するために実施。
今後とも子育て支援サービスの充実に向けて市町村と連携しながら取組
を進めていく。

期待される効果

令
和
６
年
度
取
組

令和６年４月から高校生世代の入院・通院医療費を助成拡充

課題

助成内容

現状

■今後、こども・子育て環境で力を入れてほしいこと (一般向け）

【新長計に係る県民意識調査（R5.10.11暫定版）】

■大分県に力を入れてほしいと思うこと(高校生向け）

拡充の考え方

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 小学生 中学生 高校生

入院

通院

新たに助成

（県1/2)市町村独自助成

（県の助成対象外）

既に助成（県1/2)
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保育環境向上支援事業（保育環境の改善分）

保育士を取り巻く状況 課題
 保育士の離職率はH30以降増加傾向

（全国的には減少傾向）
 保育士不足により、利用定員まで受け入れできなかった施設は

32施設（8.1％）、定員まで受入のためには保育士が108人必要［R5.4］

 負担軽減のため保育士や保育補助者の

増員を求めるも、求人に対し人材が
集まらない施設あり
⇒保育士や保育補助者以外の職種における人材確保が不可欠

新保育支援者の雇上げに対する助成

本県の取組
【保育士の資格取得・県内就職支援】

・保育士修学資金貸付 （R4:121名貸付）
・潜在保育士向け再就職支援金貸付 （R4:31名貸付）
･働き方改革が進む保育現場の動画を配信し、県内で保育士として働く
魅力を発信 （R5.12～) 等

→就業保育士は増加傾向 （5,855人[H30]→6,200人[R4]）
【保育現場の働き方改革】
（ICT） 働き方研修の実施 （R4:16園）、ICT導入・改修補助 （R1-R4:13園）
（人材） 保育補助者の雇上に対する助成 （50施設）

→ICTは７割の施設が整備。保育補助者は83人を雇用。

6%

8%

10%

H30 R1 R2 R3 R4

[離職率（直線：大分、破線：全国）]
9.3％ 8.9％

8.2％
6.5％

【主な離職理由】
①人間関係（33.5％）、②給料が安い（29.2％）
③仕事量が多い（27.7％）

【補助対象の要件】
以下の３つの要件をいずれも満たす施設
・障がい児受入施設のうち、保育補助者を雇用していない施設
・県働き方改革の研修を受講し、かつICT機器を導入していること
・保育支援者の雇用時間の1/2以上、保育士の勤務環境を改善

【補助率】１０／１０（国１／２、県・市町村１／４）、【限度額】1,200千円

清掃・消毒等、周辺業務を担当する保育支援者の雇用に対し助成

継保育補助者の雇上げに対する助成 継 ICT導入に対する助成

 保育施設では障がい児の受入れが進展

障がい児受入れ園では、通常業務に加え
障がい児の見守りを実施
⇒特に保育士が繁忙

【補助率】１０／１０（国３／４、県・市町村１／８）

【限度額】施設定員121人未満 2,338千円、121人以上 4,676千円 等

[障がい児受入人数]

199
267

315

150
250
350

R2 R3 R4

国補助事業及び県独自助成で、ICT機器を整備する施設を支援

国助成 県独自助成

対象
施設

（R4まで）
３機器全てを導入する施設

（R5～）一部導入でも助成

国補助の対象とならない施設
※国補助を活用した施設が

新たなICT機器を導入する場合等

対象
機器

①登降園管理②保護者連絡
③保育記録
④ｷｬｯｼｭﾚｽ決済（R5～）

制限なし
※国補助対象機器以外も可

（例：勤務管理、給食発注）

補助率 3/4（国1/2、市町村1/4） 1/2

基準額 ４機能導入で1,300千円 1,000千円

保育士の補助業務を担当する保育補助者の雇用に対し助成
※補助業務の例：子どもの着替えや食事の世話、トイレへの付き添い

対応方針 人材面での支援を拡充するとともにICT化支援を継続し、保育環境を改善

人材面での支援 ICT化への支援
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参考金額：○○○千円ヤングケアラー等の適切な支援への繋ぎ（ヤングケアラー等支援体制強化事業）
前提

対応
方針

ヤングケアラーの実態を把握し、市町村と連携した支援に繋げるとともに、
要支援児童への支援を継続して実施

現状・課題

ヤングケアラー

 本県ではR4より専門相談窓口の開設や児童・生徒向けに相

談先カードを配布する等、相談しやすい環境づくりを推進。
R5からは専門アドバイザーを配置するとともに、全市町村で
相談窓口を設置 ⇒ R5上半期で125件の相談あり

 家庭内のデリケートな問題であるため表面化しづらい。

周囲の大人のみならず、こども自身にも自覚がない場合
が多く、適切な支援に結び付いていないことが課題

 「ヤングケアラー」とは

一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを
日常的に行っているこども
※県内では約1,000人存在（R3年実態調査）

要支援児童

 児童虐待件数は高止まり

養育環境が少し気になる程度の世帯は
行政支援に拒否的であったり無自覚のケースあり

要保護
児童

要支援
児童
適切な
養育環境

ヤングケアラー

 相談件数は増えつつあるものの、依然として限定的。

前回調査から期間が経過したことから実態の把握が必要。

要支援児童

 R4年度から戸別訪問(アウトリーチ型)による見守り体制づくり

を推進。実施市町村は年々増加し、R6年度は姫島を除く17
市町で実施予定

※負担割合：国1/2、県・市町村1/3（うち1/6を県が補助）

ヤングケアラー 要支援児童

新 ヤングケアラー実態把握等調査の実施
 小５～高３の児童・生徒に対する悉皆調査を実施

⇒コロナ禍後の実態を把握するとともに市町村支援に活用
〔調査項目（例）〕
本人の状況（ケアによってやりたくてもできないことがあるかどうか等）
※上記の問に「ある」と回答した児童がヤングケアラーの可能性ありと整理

家族の状況（世話を必要とする者の状況、一緒に世話をしている者 等）

継 専門アドバイザーによる市町村等支援
 市町村の取組状況は濃淡あり。前述の調査結果を踏まえ、市町村

に対しさらなる取組の推進を働きかけ

市町村としての対応実績がほとんどなく、
具体的な支援を行っていない自治体：１０市町村

当該市町村の調査
結果とともに支援
実施を働きかけ

拡 戸別訪問(アウトリーチ型)による見守り事業
〔実施主体〕市町村（児童家庭センター等に委託）

〔実施方法〕
家庭訪問により状況を把握、食事や日用品の提供（児童への手渡しによ
る現況確認）等を実施⇒信頼構築により支援へのつなぎが可能に

行政の支援には拒否的 食事を持参することで警戒心が低減。
ドアを開けてくれる。

（通常） （事業実施）

〔補助上限額〕1,670千円（国基準10,022千円の1/6
市町村負担の軽減のための上乗せ補助（国2/3、市町村1/3→国2/3、県1/6、市町村1/6）
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児童虐待への対応力強化（児童相談所施設整備事業）

現状

対応
方針

一時保護所及び児童相談所の機能強化 ＋ 精神科医との連携強化により
児童虐待への対応力を強化

 本県では県下の児童虐待相談に対し、

県域を３つに分け対応

 児童相談対応件数は

R4に過去最多を更新
一時保護件数も過去最多

300

400

500

600

700

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H29 H30 R1 R2 R3 R4

児童虐待件数 一時保護件数

課題

 一時保護件数の増加に伴い、精神不安や性的な問題を抱えるこどもが

２人部屋に入所せざるを得ない状況が続く状況
本年度５月以降は満床の状況が継続

 児童虐待相談件数の増加に伴い職員数が増

執務室が狭隘化

R3 R4 R5
平均空床数 4.6 2.6 0.4

[空床数 （月末時点）]

 児童福祉法改正：小１以上の保護では個室処遇が努力義務化（R6.4～）

本県の一時保護所（定員22名）は大半が２人部屋で居室数も少ない
（居室数：14（うち個室６）） ※九州中央値 居室数16（本県人口に置き換え）

H29 R5 R6
中央 45 51
城崎 30 39
中津 12 22 23

→

[職員数（児童福祉司・心理司の推移]

33

 R5.1月中津市児童死亡事例を踏まえた検証

児童相談所における医学的専門性を強化するため、精神科医師に適宜
相談できる体制の構築が望まれる。

１．一時保護所の機能強化

２．職員数の増に対応するための執務スペースの増床

３．精神科医との連携強化

以下の地域以外の相談対応
一時保護（県下全域）

城崎分室 大分市
日田、中津、宇佐、豊後高田中津児童相談所

中央児童相談所

◎居室の個室化
新たに個室を８室（男女各４）設置（６→14室）
加えて現行の２人部屋を個室として活用→改正児童福祉法に沿った個室処遇を実現

◎夜間等緊急居室を新設（２部屋）
現行は面談室に布団を敷き対応→居室を整備

◎満員時に手狭となる幼児プレイルームの増床

◎一時保護所職員増員に対応する執務室増床

〔虐待件数〕
H29:1,321件→R4:1,786件

〔一時保護件数〕※民間委託含む

H29:413件→601件

◎国はR８まで児童福祉司・
心理司を増員する方針
城 崎 現行：30名→R8:44名
中 津 22名 25名

狭隘化した城崎・中津の執務室増床
・城崎：８名分→R6増員分を確保

※R8増員を見据えR7に追加で整備予定

・中津：６名分→R8増員の倍を確保

 児童や保護者のアセスメントを行う際は

必要に応じ精神科医に助言や指導を依頼

（現状）
中央は月4日、中津は月2日体制
⇒キャンセル待ちや時間外対応が発生

（R5.11～12月 中央：８件、中津：２件）

※上記案件は診察後の空き時間に相談
（十分な相談時間が確保できていない）

精神科医の勤務日数（３ｈ/日）増
【中央】月４日 → ５日 【中津】月２日 → ３日

臨時相談に対応できる体制を拡充
【中央・中津】年２４回分 → ４８回分

いつでも精神科医に相談できる体制を構築
-13-



県立学校給食費無償化事業

県立学校に通う児童生徒等の保護者の経済的負担の軽減を図るため、学校給食費を無償化

目的

〔特別支援学校〕
就学奨励費Ⅱ段階（半額支給） ３０７人

Ⅲ段階（自己負担） １６７人
※算出方法：R６見込み数（中央支援学校は按分して加算）×R5給食費平均月額×給食回数

〔定時制高校〕
１６０人

※算出方法：R６生徒数見込み×R5給食費平均月額×給食回数+R4夜食費補助実績

〔豊府中学校〕（ミルク給食）
３６０人

※算出方法：R６生徒数見込み×R5牛乳単価×給食回数

内容

・特別支援学校 自校方式 １０校
（Ｒ６年度は中央支援学校開校により11校）

市から提供 ４校
・定時制高校 ４校
・豊府中学校 ミルク給食 計１９校

※給食未実施 3校（さくらの杜高等支援学校、
別府支援学校鶴見校、石垣原校）

・豊後高田市、宇佐市、姫島村の３市村が無償化実施

・大分市はＲ５年度３学期から中学生無償化

・日田市はＲ６年度から無償化を検討

・その他の市町は物価高騰分の公費負担等を臨時的に実施

（主なもの）
・別府市：１人目、２人目を半額補助、３人目以降を無償化
・中津市：Ｒ５．９月から２人目以降を無償化
・豊後大野市：Ｒ５．７～１２月を無償化

市町村の状況現状
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既設県営住宅改善事業

〔改修団地・戸数〕

・小学校、スーパー等に近接した団地を対象に子育て世帯向けに住戸を改修

H30～R3 敷戸住宅のみ

R4～R5 大分市内の県営住宅に拡大（下郡、大空、大在）

・年間5戸（H30～R４末 25戸改修済み）

〔仕様・プラン〕

・対面キッチン ⇒ 子どもの見守りがしやすいLDK

・畳からフローリングへ変更 ⇒ 子ども部屋の確保

・間取り変更 ⇒ 2戸→1戸（11戸）、1戸改修（14戸）

・玄関土間(1.3㎡以上)、収納スペースの確保

・3点給湯器を設置 等

〔入居条件〕

・中学校卒業までの者を含む親子を中心とした2人以上の家族が対象

改修前（戸当たり面積42.8㎡） 改修後（戸当たり面積83.7㎡）

【今後の取組】

〔改修団地・戸数〕
・大分県全域に拡大

・10年間で500戸改修（R6年度は40戸改修）

（大分県の人口、県営住宅の管理戸数から算定）

〔仕様・プラン〕
・遮音フローリングの採用 ⇒ 下階の住戸への配慮

・防汚、汚れ除去性のある塗料で室内を塗装

⇒ 清掃しやすい内装

・EVを付加 ⇒ 上階の利便性向上

〈2戸→1戸改修事例〉

和室
和室

和室 DK

玄関

トイレ

浴室

和室

浴室

玄関

DK

トイレ

リビング

洋室洋室

約２倍

こども未来戦略（R5.12.22閣議決定)

「公営住宅等を対象に、今後10年間で子育て世帯等の居住に供する

住宅約20万戸を確保する」

EVを付加した住棟 改修した住戸（対面キッチン）

【現状の取組】

国の方針を踏まえ取組の拡大・拡充

〈改修状況〉
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子育て・高齢者世帯住環境整備事業

【こども未来戦略】

～「日本のラストチャンス」2030 年に向けて～

子育て世帯に対する住宅支援の強化

【子育て・高齢者世帯リフォーム支援事業】

地方創生を支える子育て住環境の整備

令和５年12月22日閣議決定

【大分県住生活基本計画】

重
点
施
策

子 育 て 支 援 型

三世代同居支援型

対象工事費の 補助上限額２０％ ３０万円

対象工事費の 補助上限額５０％ 75万円

●現状の取組

① 子育てニーズに対応した住宅の質の向上

② 三世代同居・近居の希望を叶える住宅リフォームの促進

【子育て世帯の住宅に関するニーズ ～全県アンケート結果（R5.8実施）～】

第１位 50%

第２位 42%

第３位 26%

第４位 19%

第５位 15%生活環境を変えるため

子育て環境を変えるため

子どもの通学・通園のため

家が狭いため

そろそろ家を所有したいと考えたため

子どもが産まれて住み替えた理由

Ｑ あなたの子どもの人数は？

3人以上
・・２３％

～

万
円
未
満

～

万
円
未
満

30
30

50
～

万
円
未
満

50

100
～

万
円
未
満

100

200
～

万
円
未
満

300

400
～

万
円
未
満

400

500
～

万
円
未
満

500

600
～

万
円
未
満

600

700
～

万
円
未
満

700

800
～

万
円
未
満

800

900
～

万
円
未
満

900

1000
万
円
以
上

1000 覚
え
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

～

万
円
未
満

200

300

(人)
１８歳未満の子どもと同居する

大分県在住の方 722名に聞きました

キ
ッ
チ
ン

(

改
修)

キ
ッ
チ
ン

(

増
設)

浴
室
洗
面
所

(

改
修)

浴
室
洗
面
所

(

増
設)

ト
イ
レ

(

改
修)

ト
イ
レ

(

増
設)

玄
関

(

改
修)

玄
関

(

増
設)

夫
・
妻
の
寝
室

屋
根
・
外
壁

子
ど
も
部
屋

リ
ビ
ン
グ

(

増
設)

祖
父
母
の
寝
室

太
陽
光
発
電
設
備

そ
の
他

0

現在最も多い価格
帯

200万円

制度創設時の価格帯
150万円

1.3倍

●来年度の取組 《拡充・要件緩和》

30万円 4０万円

補助上限額の拡充

補助上限額の上乗せ

多子世帯加算

子育て支援型
子どもが

３人以上の世帯

工事要件の緩和三世代同居支援型

新設150 万円 × 20 % = 30 万円

200 万円 × 20 %  =  40 万円

《現 行》

《見直し》

イメージ写
真

キッチン・浴室・トイレ・玄関のいずれか１部位
以上の「増設」

《現 行》

《見直し》 キッチン・浴室・トイレ・玄関のいずれか１部位
以上の「改修」または「増設」

（補助対象工事費） × （補助率） ＝ 補助額

（対象工事要件）

Ｑ 実際にリフォームにかかった費用は？

Ｑ リフォームした場所は？（同居している方対象）
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③「おおいた子ども・子育て応援プラン（第５期計画）」（仮称）
の策定について

資料３
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「おおいた子ども・子育て応援プラン（第５期計画）」（仮称）の策定について

計画の性格

（１）「次世代育成支援対策推進法」 に基づく県行動計画

（２）「子ども・子育て支援法」 に基づく県支援計画

（３）「平成26年6月17日付け雇児0617第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知」 に基づく県母子保健計画

（４）「県長期総合計画」 の部門計画

R5.3月廃止・置換

第
４
期
計
画

第
５
期
計
画

こども基本法第10条第１項に基づき、都道府県はこども大綱を勘案し、「県こども計画」を作成する(努力義務)。同条第４項に基づき、(６)(７)も一体のものとして作成できる。

計画の期間 令和７年～令和11年（5年間）

計画の進捗管理

事業の実績を示す「個別事業の評価（アウトプット）」と、計画遂行の成果を示す「総合的な評価指標（アウトカム)」により行う。

プラン策定の体制

おおいた子ども・子育て
応援県民会議

大分県長期総合計画

［県］ こども未来課
各部局

県議会
(常任委員会)

（５）「こども基本法」 に基づく県こども計画

（６）「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 に基づく県計画 現：「大分県ひとり親と困難な生活環境にある子どもの支援計画」

（７）「子ども・若者育成支援推進法」 に基づく県子ども・若者計画 現：「大分県青少年健全育成基本計画（大分県子ども・若者プラン2015～改訂版～）」

（８）「「成育基本法」に基づく「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」」 に基づく県母子保健計画

意見の聴取

意 見

報告・提案

審 議

・おおいたこども・子育て県民意識調査（保護者）
・大分県子どもの生活実態調査（小５・中２の児童・生徒、保護者）

基礎データ
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「おおいた子ども・子育て応援プラン（第５期計画）」（仮称）の策定について

スケジュール（案）

令和６年 令和７年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

骨子作成
(章立て・施策体系)

▽県民会議② ▽県民会議① ▽県民会議② ▽県民会議③

素案・個別事業の評価指標・トピック作成

パブコメ

議 会 第２回
定例

第３回
定例

第１回
定例

▽常任委員会 ▽常任委員会 ▽常任委員会

スケジュール案
の報告

骨子案
の報告

素案
の報告

第４回
定例

議 決議案の報告

県民会議

総合的な評価指標

▽こども大綱
閣議決定

(R5.12月)

▽こども計画策定ガイドラインの公表

庁内照会・調整

次期プランのめざす姿・
現状の課題について

第４期プランの評価、
施策体系、総合的な評価指標

について

素案本文、
個別事業の評価指標

について

プラン案の説明、
パブコメ結果の共有
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こども・若者からの意見聴取について

県では、家庭や学校のこと、地域や社会に関することなど、こども・若者の意見を幅広に聴取するため、
「こども・子育て施策へのご意見投稿フォーム」の県ホームページ上への設置を準備しています。
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現行プラン（第４期計画）の施策体系
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こども大綱の概要 こども家庭庁
自治体こども計画策定ガイドライン検討のための有識者会議(R5.12.26開催)資料から抜粋（R5.12.22閣議決定）



各委員から事前にいただいたご意見等

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」

テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

資料４
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委員名 ご意見等

植木委員
(佐伯市弥生児童館

館長)

引き続き「子育て満足度日本一の実現」を念頭に置き、地域社会全体でこどもの育ちを喜び、子育てを支え合う地域共生社会を構築

していくこと。

・築年数が経過している子育て支援施設では、段差があったり、滑りやすかったり、トイレの使い勝手が悪かったり等の不便があります。

例えば、父親も不自由なくこどものオムツを替えたり、トイレに連れていくことができる施設にする、利き手に関係なく使えるものを揃

える等の配慮が必要です。また、施設やものに限らず仕組みにもユニバーサルデザイン化が必要だと考えますが、費用面等の関係で

整備されてないのが現状です。

・こどもに接する職員の資質向上を図る研修が多く開催されていますが、座学形式のインプットがメインの講義が多く、アウトプットで

きる実践や交流、意見交換等をする研修が少ないような気がします。さらにアウトカムまでを含めた研修が必要だと思います。

岡部委員
(やっかん児童クラブ

クラブ長／
宇佐市放課後児童クラブ

連絡協議会 会長)

経理や労務など求められる事務処理が多く、また厳格な対応が求められるようになりました。

各児童クラブに責任者としての常勤職員を配置することが必要だと思います。

現在の処遇改善による常勤職員を配置した場合、委託料の全額を人件費で使い切らなければならない。

運営費と利用料で賄わねばならないが、地方においては低額にしなければならなく運営することが難しくなる。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

神田委員
(大分県保育連合会
理事・研修委員長／

すみれこども園 園長)

「こどもまんなか社会」の実現に向け真剣に考えていくべきだと思う。

今までは子育てをしている親の為の施策がほとんどだったが、これからは「こどもの幸せ」の為にこどもの立場から考えていくべきだ

と思う。

2025年度制度化される「こども誰でも通園制度」も慎重に考えるべきだと思う。

幼児教育者を含む教育者の育成と、教育者が教育しやすい環境。

工藤委員
(大分県小学校長会

研究副部長)

現行「めざす姿」の方向性は普遍性があると考えます。「ウェルビーイングな社会」などの表現もあるかと思います。

各方面の声を取り入れながら「多様性」「持続可能性」なども考慮した包括的な「めざす姿」を期待します。

学校現場としては、

・学びの環境を整える

・相談体制の充実

・持続可能な学校運営体制の整備

等を通して、保護者等がより安心して任せられる教育、こどもがより安心して学べる学校にしていくことが課題です。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

佐藤委員
(未来応援コミュニティ

b-roomぶるーむ
代表)

大分県も少子化の課題が大きくまた、若者の県外への流出率も高くなっています。現在は大分県への子育て世帯の移住にも力を入れ

ていますが、住み続けたいと思える大分県であるために、若者層への活力ある地域作りに力を入れたいと感じています。

大人が「地域教育」を高校生に育むことで「地域が好き＝このまちで子育てしたい」と思える仕組み作りが必要だと感じます。高校生は

「こどもとしての最後の括り」「社会に出る前の最後の砦」です。

この時期に多くの大人と地域と「地域教育」に触れる機会を設けたいと考えます。

弊団体の活動等を通じ「この地域が好きだ」「こどもが好きだ」と思える高校生を増やしたいと思っています。

シンプルですが「好き」に勝るものは無いと確信しています。

私は「高校生のためのサードプレイス」を運営し、県内の高校生とボランティア活動や体験活動、高校生向けの講座を企画しながら高

校生と一緒に活動をしています。

学校では将来に向けたキャリア教育の充実を図っていますが、では実際にライフイベントとどのように両立させていくのか？仕事と子

育ての両立をどのように考えるのか？高校生の時からある程度、現実的に考える機会や教育が必要だと感じています。

様々な金銭面のサポートや子育てサービスがあったとしても「こどもがほしい」と思えなければ、そのサポートが活かせるはずが

ないと考えます。

首藤委員
(しげまさ子ども食堂

事務局長)

現在の「めざす姿」である「一人ひとりの子どもが健やかに生まれ育つことができる温かい社会～子育て満足度日本一の実現～」を

踏まえて、団体の活動で関わっているこどもたちについて考えてみた。

どの子も自分のおかれた環境の中で、精一杯生きている。しかし、この子たちから見て現在のめざす姿の言葉に自分も含まれている

と感じてもらえるだろうか。

こども家庭庁の発足等、こどもを取り巻く子育ての環境がよりよくなるようにと政策等様々な取り組みが提案されているが、少子化

社会対策大綱、子供・若者育成支援推進大綱、子供の貧困対策に関する大綱の3つの大綱が合体した結果、こどもの貧困対策に関し

ては薄まったのではないかと指摘もあるように、少子化対策とこどもの貧困対策とをひとまとめに考えていくことに疑問を感じる。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

祖父江委員
(地域子育て支援拠点

よいこのへや
子育て支援員)

現プランの「めざす姿」の継続

①ホームスタート事業、ファミリー・サポート・センター事業等の周知・拡大・定着

・“誰かのために何かができる”時間的・体力的・金銭的余裕がある人材の発掘・育成と、より利用しやすいサービスの構築。

・“援助を求める人”と、“援助できる人”が顔の見える関係性を築くための機会の創出。

②プレママ・プレパパ教室の積極的推進（義務教育の一歩手前くらいの位置付け）

・女性が働きやすい社会であり続けるには、男性が家事育児スキルを学ぶきっかけと時間と場と繋がりが必要で、興味の有無を問わず、入

口は義務教育の様に広く学べる社会でありたいと思います。

・育児手技を学ぶという主流のプログラム内容に加え、共家事・共育児を念頭に置き、地域で子育てするための環境や情報を早く広く知る

ことが出来たり、参加者同士が繋がることができる内容へと、プログラムの充実が求められると考えます。

今進んでいる事業すべてを丁寧に・確実に・バランスよく長期的に続けることが大切だと考えます。

また、完成した“子ども・子育て応援プラン”を、具体的にどのように県民に周知していくのか、広報も重要だと考えます。

髙橋委員
(大分県助産師会

会長)

子育て満足度日本一 大分に根づく子育て環境を！第４期の「めざす姿」の継続

生の声：

１．保育園が決まらず、就活しても保育園が決まってからと言われ、保育園からは、就職場所が決まらないと優先順位は落とされる。と言われた。

２．2人目のママが、こどもはたくさんほしいが、経済面で2人が限界

３．こどもと一緒に行けて相談できる場所が少ない

４．産後の夫の育休のとり方で、長くとるとかえって休息が取れない、やることが増える。

５．育休をとると給料・ボーナス査定に響く

６．結婚に魅力を感じない。

７．妊娠がわかるとパートナーと連絡がつかなくなる

以上具体的な母子に関しての情報提供

これらの声を具体的に一つ一つ解決していく必要がある。それによって地域が、社会が子育てで一人で悩まずに助けてもらえると実感することで、

自ら結婚、子育てに積極的になれるのではないでしょうか？

助産師が考える、少子化対策は、幼児期、児童期、青年期、成人期とプレコンセプションケアによって「命」「健康」を継続教育し、その延長線上に結婚。

妊娠・出産。子育てと切れ目ない支援に繋がると思う。これは、すべてが同時進行してこそ長期的に結果を生むことになると思う。そのキーパーソン

は助産師だと考える。助産師を社会資源として施設で地域で活動している助産師をもっと活用してほしいと思う。また、助産師会が作る子育て世代

包括的支援センターや、大分県子育て支援拠点を支援してほしい。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

委員名 ご意見等

西岡委員
(大分大学学生)

一人ひとりのこどもが健やかに生まれ育ち、未来を描ける豊かな社会

中学生、高校生の居場所

西嶋委員
(NPO法人チャリティーサンタ

大分支部代表)

「めざす姿」としては、子育てを支援し、こどもたちが伸び伸びと健やかに成長できる環境を整えるために、保育制度の充実や、保護者の働き

やすい環境の整備、社会や地域全体で子育てをサポートする仕組みが構築されることかと思います。

すべて！は難しくても、出来るだけ多くの仕組みや制度が整い、現在、子育て中の保護者が「大分で子育てができて幸せ」と思ってもらえる

ことが一番の目指す姿なのかなと思っています。

【課題①】クリスマスのケーキを買うことやプレゼントの用意ができない家庭があること。クリスマスに楽しい思い出がないこどもを一人でも減らし

たい！

【課題②】病児保育

施設は増えているが、100％利用できているのか。増えていることは大変ありがたいなと思う一方で、利用したい人が利用したいと思ったときに

100％に近い数字で利用できているのか。あずかるこちゃんという病児保育の予約などができるアプリがあります。例えば大分市の場合、大分県の

「子育てのタネ」というページの病児保育のページに載っていない施設があります。

【課題③】大分市に「病後児保育」施設が少ない！

病後まだ完全回復でない子たちへの支援。親は働きたいから、隔離期間など終えるとすぐ預けてしまう。が、食事量が戻ってない、なにか活気がな

い、など完全に回復していない場合がある。回復過程途中にある子たちは、病後児保育施設があると、親も子も、預かる園も安心できるのでは。

【課題④】障がい児への支援

Ｐ93（３）②より、「家族会を支援」とあるが、家族会を絡めた施策や企画をしてほしい。自主的に集まれない事情がある方もいることや、障がい児

者の子育てへの理解と周知、支援拡充のためには、専門家たちによる持続的な指導や教育機会がより多くあるといい。

【課題⑤】障がい児・きょうだい児の家族への支援

入院付き添い家族の状況を知ってほしい。付き添いが必要な理由はわかるが、親の付き添いに頼る現場はちょっとちがうのではないか。付き添い

生活支援に目を向けてほしい。そして、きょうだい児支援。がん闘病児のきょうだい児や入退院の多いお子さんのきょうだい児など、時間的、また経

済的な制約から外出や旅行も難しい状況である場合が多い。きょうだい児、その家族に対する支援制度も整えてほしい

【課題⑥】情報の周知

子育てに関する悩みや相談は多岐にわたる。このホームページを見ればすべてわかる！安心！と思ってもらえるように統一すべきでは。これまで

いろんなサービスを利用してきたこともあり、個人的には県のＨＰを始め、子育ての情報には敏感になっていたつもりであったら、プランＰ116のリ

フォームについて、Ｐ120の情報など、まだ知らない情報がたくさんあった。ネットを見る環境がない、スマホがないなど、情報が届いていない家庭

もあるのではないか。必要な人に必要な情報を届けることも支援の一つだと考える。

【課題⑦】連携、協働

Ｐ68「子育て支援のネットワークづくり」での具体的な取り組みの（２）で、「ＮＰＯやボランティア、関係団体との連携、協働」とあるが、どのくらい連

携、協働ができているのか。そこに自治体や行政も関わり、一体となって支援をしていくべきなのでは。

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

-28-



委員名 ご意見等

引田委員
(児童養護施設 清浄園

指導員)

こどもが育っていく中で母親の愛情がとても大事だと思います。

こどもが愛を感じながら生き生きと育っていける姿を目指していきたいと思っています。

こども自身が家庭の事情でしたいことを諦めるのでなく、なんでもやってみたいと思ったことに挑戦できるような社会になって欲し

いと考えています。

現在、地域で困っているこどもたちや、家庭があるのは事実だと思います。

その中で、わたしが感じたことは、困っている家庭が、いろんな支援があることを知らないということです。

わたし自身、困っている家庭に何度かお声かけをさせていただいた時、「こんなのがあったんですか、知りませんでした」という返答を

受けました。

わたしの働いてる施設では、地域の困っている家庭にお弁当を届けたりもしています。

そのような支援をより多くの人に知っていただけるように、いろんな方面から声を上げていくべきだと思いました。

姫野委員
(大分県民生委員児童委員協議

会
主任児童委員連絡会 副代表)

核家族化が進み、地域とのつながりも希薄となる中、孤立感を抱く子育て家庭の存在を周りの皆が認識しておくことが大事。切れ目

のない伴走型の相談支援が受けられ、地域とつながって生活していくことで、豊かな子育ち、安心の子育てができることが望ましい。

「一人ひとりのこどもが、だれ一人取り残されることなく、健やかに生まれ育つことができる温かい社会」を目指すことを、県民一人ひ

とりが意識し考える機会を持つことが大事であると思う。

少子化の問題が深刻であるが、子育ても仕事もしやすい環境づくり無くして解決は困難であると思う。私が活動している地域子育て

支援子育てサロンで、参加している母親の相談を受けることがある。

・保育所に申し込んだが希望園に入れない。 ・仕事が決まっていないので入所はできないと言われた。

・仕事先からは、こどもの預け先が決まっていないので断られた。

・近くにおじいちゃんおばあちゃんはいないのですか？と言われたが、実家は県外で協力者はいない。

このような現状で、はたして安心してこどもを産み育てようという夫婦が増えるだろうか。

国は少子化対策の一環として「こどもだれでも通園制度」の試行を始めた。保護者にとっては育児負担の軽減や孤立感の解消につな

がることが期待でき、就職活動もしやすくなることが考えられる。こどもにとっても保育所等とつながる機会を持つことができるのは

大事である。課題も多いが、文字通り誰でも利用できる仕組みにしていくことが大事であると思う。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

-29-



委員名 ご意見等

藤田委員
(大分県立芸術文化短期大学
情報コミュニケーション学科

教授)

きめ細かくプランが立てられていて大変良いと感じます。保育園に行っている家庭の方がこどもの数が多いというデータがあります。

引き続き、待機児童や未就園児童の減少に力を注いでいただきたいです。前回も書きましたが、きょうだい児は、確実に同じ保育園

に入れるような仕組みをお願いします。保育園に行っている家庭が3人産めることが重要だと思います。

読書の推進に関して、ICTを活用した絵本や読書の推進も検討していく課題だと思います。

藤本委員
(大分県社会福祉協議会

事務局長)

・第４期計画の「めざす姿」を継続していただきたいと思います。

・「『大分県』や『地域』に愛着を持つ」ということも是非めざしたい。

・子ども食堂は令和５年12月31日現在で県内126箇所となりました。（令和元年12月31日の65箇所から倍増）

・子ども食堂は、孤食と個食の解消という役割を担っていますが、地域の多世代交流の場、居場所づくりという役割が非常に大きく

なっており、県社協に対して、各マスコミを始め「子ども食堂支援」のための寄附を多くいただいています。

・現計画では、「食育の推進」の「トピック」として取り上げてもらっていますが、「子育て支援のネットワークづくり」の方がよいと考えま

す。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

細井委員
(豊後大野市教育委員会

ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ／
大分県社会福祉士会)

こどもがのびのびと生きられる県。

また、こどもを育てる保護者が安心して子育てできる県であってほしいと思います。

・こどもの意見が反映されること

・教育費への支援（給付型奨学金の拡充）

・こどもの居場所（地域の差がある）

・教育現場の疲弊

本室委員
(大分のママ集まれ！／

合同会社co-e connect
代表)

現プランの「めざす姿」の継続

・待機児童について

データを見ると、大分県の待機児童数はかなり少なくなっていますが、それが子育て世代の実感とは合致していない気がします。

そのギャップを埋める工夫が必要かと思います。

・子育て支援者の育成について

子育て世代の当事者として、子育て支援者の育成に力を入れてくださっている現状は大変ありがたいです。心強い子育て支援者であるアクティブ

シニアも、最近は親の介護や自分の仕事などで忙しい方が増えているようです。子育て世代が支援側に回る環境づくりも今後整備できると良いの

ではないかと考えます。

・多胎家庭のあったかはーと駐車場利用期間について

2021年度に多胎児を育てる家庭へのあったかはーと駐車場利用が18か月までに延長され、大変感謝しております。ですが多胎児家庭からは、

もう少し延長してほしいとの声が複数聞かれています。三重県では3年の利用期間を設けています。子育て満足度日本一を目指す大分県でも、

3歳までの利用をご検討いただけますと幸いです。

・子育て情報について

大分県内には素晴らしい取組や子育て支援情報が多くありますが、まだまだ必要な人に必要な情報が届いていない現状があります。これまで

大分県も情報の集約化や一元化に力を入れてきたと思いますので、逆に情報の置き場を分散してみてはどうでしょうか。

情報受信ツールやチャンネルが多様化している中、ひとつのチャンネルから全ての県民が情報受信するのは物理的に無理がある気がします。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

山口委員
(おおいたパパくらぶ

代表)

県内の子育てパパ達が自発的にパパ同士の交流、子育てを楽しむために一歩踏み出しやすい環境づくり。

パパ主体のイベントやプランの構築と実施。

・パパの交流会等のイベント参加率の低さ

→背景には、育休法改定後、子育てやパートナーシップに悩むイクメンブルーパパの増加。

助けを求めにくい環境であったり、無意識にストレスを抱えていることの自覚の少なさ、

また、ママの一人時間や自由時間確保が法改定に対して追い付いていない現状。

・周知活動

→ママは子育てやパートナーシップ情報に敏感でも、パパは我が家以外に関して興味が少ない。

・活動メンバー確保

→パパくらぶはメンバー約６０名が在籍しているが、イベント活動となると集合率は１割未満。

山下委員
(大分県立芸術文化短期大学

学生)

・親の就業形態に関わらず、どのような家庭状況にあっても分け隔てなく、ライフステージに沿って切れ目なく子育て支援が行われる

こと

・こどもの自己肯定感が高まる環境をつくり、主体的に自信をもって行動し、前向きな思考を持つこどもが増えること

・地域と家庭とのつながりが希薄化し、子育てが孤立化している

・そもそも子育て支援に関することや子育て支援を行う施設について知らない人も多い

→地域子育て支援についての情報が親たちに届いていない

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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委員名 ご意見等

吉田委員
(大分県社会的養育連絡協議会

理事)

点から線へ。お互いの支援、活動の横のつながりを目指す。

それぞれができることを精一杯やっているので、共に協働できる社会、社会資源となっていくことができればもっとよいのではない

かと思います。（すでに、やれているところも多いかと思っていますが）

米倉委員
(大分県公認心理師協会

理事／
大分県教育委員会

スクールカウンセラー)

1人1人のこどもが健やかに生まれ育つことができる温かい社会

ー生んでよかった、生まれてよかった、住んでよかったを目指してー

現在の基本施策の中で

１．こどもの健やかな成長と母親の健康を支える支援・・・思春期からの健康づくりにおいて未然防止への取り組みは十分ではないと

考える。

２．きめ細かな対応が必要なこどもと親への支援・・・全国的に不登校状態にある児童生徒数は増加し続けている（特に小学校で増加）。

県内でも同様の傾向は見られると考える。学校内外の専門家につながっていない児童生徒も多いことから、令和5年3月、文科省から

誰一人取り残されない保障に向けた不登校対策（COCOLOプラン）が出された。不登校者数の減少から不登校の児童生徒やその家

族が児童生徒の状態にあった学びの場や必要な支援につながっていくことができる環境をめざしてはどうだろうか。

３．こどもの生きる力を育む教育の推進・・・小学校での不登校者数の増加、小学校低学年での暴力行為の増加等の現状から幼小連携

の重要性、乳幼児期から学童期への切れ目のない支援は課題と考える。現在、幼稚園と小学校の連携は行われているが、保育園やこ

ども園と小学校の連携が十分に行われていない現状がある。

テーマ（１）： 次期プランの「めざす姿」 テーマ（２）： 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」

（１） 次期プランの「めざす姿」

（２） 次期プラン策定に向けて「現状の課題」
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